
 

 

 
入  札  公  告 

 
 

次のとおり一般競争入札に附します。 
令和３年２月８日 
 
 
                                                      支出負担行為担当官 
                                                     岡山労働局総務部長 新井 博之 
 
 
１ 調達内容 
（１）調達件名 

笠岡公共職業安定所の車両誘導等の警備業務 
（２）調達件名の仕様等 

入札説明書及び仕様書による。 
（３）実施期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日の間 
（４）実施場所 

笠岡公共職業安定所（岡山県笠岡市笠岡５８９１） 
※詳細は仕様書による 

（５）入札方法 
入札金額は、総価を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入
札書に記載すること。 

 
２  電 子 調 達 シ ス テ ム の 利 用 に つ い て  

本 案 件 は 、 電 子 調 達 シ ス テ ム に よ り 行 う こ と と す る 。  
な お 、電 子 調 達 シ ス テ ム に よ り が た い 場 合 は 、当 局 へ 申 し 出 を 行 い 紙 入 札 方 式 参 加 届 を 提

出 す る こ と に よ り 、 紙 入 札 方 式 に 変 更 す る こ と が で き る 。  
 
３ 競争参加資格 
（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という｡）第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、

未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 
（３）平成 31・32・33 年度又は、令和１・２・３年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）におい

て、中国地域で「役務の提供等」のＢ等級、Ｃ等級又はＤ等級に格付けされている者であること。 
（４）公安委員会から警備業の要件を備えている旨の認定を受けている者であること。 
（５）労 働 保 険 、 社 会 保 険 が 未 適 用 で な い こ と 及 び 直 近 ２ 年 間 の 保 険 料 の 滞 納 が な い こ と 。  
（６）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 
（７）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 
（８）電子調達システムにより入札に参加する者については、利用者登録を行っていること。 
（９）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 
（10）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。 
 
４  入 札 説 明 書 の 交 付 場 所 等  
（ １ ） 契 約 条 項 を 示 す 場 所 、 入 札 説 明 書 等 の 交 付 場 所 及 び 問 い 合 わ せ 先  

〒 700-8611 
岡 山 労 働 局 総 務 部 総 務 課 （ 岡 山 市 北 区 下 石 井 １ － ４ － １  岡 山 第 ２ 合 同 庁 舎 ３ 階 ）  

岡 山 労 働 局 総 務 部 総 務 課 会 計 第 二 係  藤 本  
電 話 ： 086-225-2011 FAX： 086-231-6430 

（ ２ ） 入 札 説 明 書 の 交 付 方 法 及 び 交 付 期 間  
交 付 方 法 ： 岡 山 労 働 局 ホ ー ム ペ ー ジ （ h t t p : / / o k a ya m a - r o u d o u k yo k u . j s i t e . mh l w. g o . j p /） に

        掲 載 す る 。  
交 付 期 間 ： 本 公 告 の 日 か ら 令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ２ 日 （ 月 ） 午 後 ５ 時 ま で  

 
５  入 札 書 の 提 出 場 所 等  
（ １ ） 電 子 調 達 シ ス テ ム の URL  

ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．ｇｅｐｓ．ｇｏ．ｊｐ/  
（ ２ ） 入 札 等 の 問 い 合 わ せ 先  

上 記 ４ （ １ ） に 示 す 場 所 と 同 じ 。  
（ ３ ） 紙 入 札 方 式 に よ る 入 札 書 等 の 提 出 先  

上 記 ４ （ １ ） に 示 す 場 所 と 同 じ 。  
（ ４ ）電 子 調 達 シ ス テ ム に よ る 入 札 書 類 デ ー タ（ 証 明 書 等 ）の 受 領 期 限 及 び 紙 入 札 参 加 届 等 書 類

（ 証 明 書 等 ） の 受 領 期 限  
令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ４ 日 （ 水 ） 午 前 １ ０ 時  

（ ５ ） 電 子 調 達 シ ス テ ム に よ る 入 札 書 の 受 領 期 限 及 び 紙 入 札 方 式 に よ る 入 札 書 の 受 領 期 限  
令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ５ 日 （ 木 ） 午 後 ４ 時  

（ ６ ） 開 札 の 場 所 及 び 日 時  
岡 山 労 働 局 （ 岡 山 市 北 区 下 石 井 １ － ４ － １ 岡 山 第 ２ 合 同 庁 舎 ３ 階 ）  
令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ６ 日 （ 金 ） 午 前 １ １ 時  
新 型 コ ロ ナ ウ ィ ル ス 感 染 拡 大 防 止 の 観 点 か ら 、 原 則 、 立 会 方 式 で の 開 札 を 実 施 し な い 。 



 

 

 
 ６  そ の 他  
（ １ ） 契 約 手 続 に お い て 使 用 す る 言 語 及 び 通 貨  

日 本 語 及 び 日 本 国 通 貨 と す る ｡  
（ ２ ） 入 札 保 証 金 及 び 契 約 保 証 金  

入 札 保 証 金 及 び 契 約 保 証 金 の 納 付 を 免 除 す る 。  
（ ３ ） 留 意 事 項  

担当者等から提出される本入札に係る契約関係書類については、事業者としての決定であること。
もし、押印が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を
徴取する場合があり得る。  

（ ３ ） 入 札 の 無 効  
本 公 告 に 示 し た 競 争 参 加 資 格 の な い 者 の 提 出 し た 入 札 書 、入 札 者 に 求 め ら れ る 義 務 を 履

行 し な か っ た 者 の 提 出 し た 入 札 書 そ の 他 入 札 の 条 件 に 違 反 し た 者 の 提 出 し た 入 札 書 は 無
効 と す る 。  

（ ４ ） 契 約 書 作 成 の 要 否  
契 約 書 の 作 成 を 要 す 。  

（ ５ ） 落 札 者 の 決 定 方 法  
本 公 告 に 示 し た 役 務 を 履 行 で き る と 支 出 負 担 行 為 担 当 官 が 判 断 し た 入 札 者 で あ っ て 、予

決 令 第 79 条 の 規 定 に 基 づ い て 作 成 さ れ た 予 定 価 格 の 範 囲 内 で あ り 、入 札 説 明 書 で 指 定 す
る 性 能 、規 格 等 の 要 件 の う ち 、必 須 と し た 項 目 に つ い て 基 準 を す べ て 満 た し て い る 入 札 者
の 中 か ら 、 最 低 価 格 を も っ て 有 効  な 入 札 を 行 っ た 入 札 者 を 落 札 者 と す る 。  

（ ６ ） 落 札 者 の 氏 名 、 住 所 及 び 落 札 価 格 等 の 落 札 結 果 に つ い て は 公 表 す る こ と と す る 。  
（ ７ ） そ の 他  

詳 細 は 入 札 説 明 書 に よ る 。  


